
（様式19-1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【大企業用】
　　　　　従業員への賃金引上げ計画の表明書
　当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
  表明いたします。
　従業員と合意したことを表明いたします。   状況に応じいずれかを選択※
令和　　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外の　ところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明　書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提　出してください。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成す　る類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出して　ください。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票　等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に　契約担当官等に提出してください。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若し　くは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期　限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入　札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行　われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期　により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確　認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとします。
５．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結し　た場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
　　なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期　間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上　げ実施期間には重複がないように留意してください。
（様式19-2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業等用】
　　　　　従業員への賃金引上げ計画の表明書
　当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
  表明いたします。
　従業員と合意したことを表明いたします。     状況に応じいずれかを選択※
令和　　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
  ※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外　　のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明　書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提　出してください。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成す　る類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出して　ください。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票　等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に　契約担当官等に提出してください。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若し　くは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期　限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入　札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行　われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期　により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確　認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとします。
５．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結し　た場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
　　なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期　間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上　げ実施期間には重複がないように留意してください。
（様式19-3）
　　　　　　　　　　賃金引上げ計画の達成について
（記載事例１）
  当社は、評価対象事業年度（又は暦年）において、〇人の従業員が退職する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと考えております。
  この点について、計算の基礎となる添付資料及び計算過程を添付書類の通り提出します。
（記載事例２）
  当社は、評価対象の前事業年度（前年）は災害時の応急対策に従事することなどによる超過勤務手当が多く発生した（対前年（度）〇％増加）が、評価対象年（度）においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと考えております。          この点について、計算の基礎となる添付資料及び計算過程を添付書類の通り提出します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和〇年〇月〇日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（住所） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名） 株式会社〇〇〇〇 
                                                     代表取締役 〇〇 〇〇
（添付書類）
・〇〇〇
・〇〇〇
  上記添付書類により本書類に記載する賃上げ率等が算出されることについて、計算誤りがない旨確認しました。
令和〇年〇月〇日
（住所）
（公認会計士等の氏名）
※ 上記は記載例であり、ここに記載されている例に限定されるものではありません。
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